
140　2012年版　政府開発援助（ODA）白書 2012年版　政府開発援助（ODA）白書　　141

アフリカ開発の現状と
TICAD Vへの課題

　近年、アフリカの年平均経済成長率は5％を超え、資源価
格の高騰等を背景に貿易はこの10年間で約4倍に拡大して
います。今や「希望と機会の大陸」として国際社会の注目を集
め、アジアに次ぐ経済フロンティアとしてその存在感を増して
います。一方、アフリカは依然として紛争、貧困、飢餓、経済格
差等克服すべき多くの課題も抱えています。アフリカは、豊富
な天然資源や人口ボーナス（生産年齢人口が子どもや老人
の人口に比べ相対的に多い人口構成が、経済成長にプラス
に作用すること）といった強みを活かし、国際社会の支援を受
けながら、現下の経済成長を維持しつつ、女性や貧困層等の
社会的弱者を含むすべての人々が利益を享受できるような
経済・社会の実現や、干ばつ等の自然の脅威や経済・社会的
変動に耐え得る強

きょうじん

靱性の向上を目指しています。
　アフリカが取り組んでいる課題の一つにインフラ開発があ
ります。アフリカ経済は資源価格高騰の恩恵が大きい反面、

世界経済の動向に左右されやすい側面があります。このた
め、強固で持続可能な成長に向けて産業の多角化を推進す
る必要があり、その基盤整備となるインフラ開発の重要性が
増しています。アフリカ主導による「アフリカ・インフラ開発プ
ログラム（PIDA）〔注1〕」は、運輸、エネルギー、水資源、情報通
信技術（ICT）の4分野で51件総額680億ドル（2012年～
2020年）の投資プロジェクトを計画しています。今後は、官
民連携の下で、これらの投資プロジェクトを商業ベースで実
施できるような創意工夫が、日本を含むドナー（援助国）側と
アフリカ側双方の課題となっています。
　農業・食料安全保障も重要な課題の一つです。アフリカの
農業セクターは多くの雇用を担っており、特に小農や女性に
配慮した農業・農村開発は貧困削減にも貢献します。また、ア
フリカは1980年代以降、食料純輸入地域であり、度重なる干
ばつや世界的な食料価格高騰による危機に瀕し、食料安全
保障の観点からも食料の大幅な増産が課題です。現在、アフ
リカ主導による農業投資の優先的な実施を目的とした「包括
的アフリカ農業開発プログラム（CAADP）〔注2〕」で、各国は農
業生産性の年率6％増と国家予算の10％を農業関連投資に
充てることを目標に政策が進められています。さらに、気候変
動もアフリカの農業と密接に関係する深刻な問題であり、ア
フリカの気候変動への適応（たとえば、干ばつに強い作物の
品種改良や灌

かんがい

漑施設の整備など）のための支援も課題です。
　保健分野においては、HIV/エイズの蔓

まんえん

延防止で一定の成
果を上げていますが、妊産婦および乳幼児の死亡率低減等
の母子保健分野ではさらなる取組が必要です。また、2015
年までのミレニアム開発目標（MDGs）の達成が極めて困難
となっている国々を含めたアフリカ全体のMDGs達成の加
速化に向けた包括的な取組も必要です。
　強固で持続可能な経済成長や、MDGsの達成に向けた包

ほう

摂
せつ

的で強靱な社会づくりの前提となる平和と安定の達成の
ために、南北スーダン問題、ソマリア沖の海賊問題、サヘル地
域（主に西アフリカのサハラ砂漠南端部周辺）での諸問題等
に対してアフリカ側はアフリカ連合（AU）や地域機関を通じ
て主体的に取り組んでおり、国際社会も平和の定着に向け
たこうしたアフリカ側の努力を後押しすることが必要です。
　国際社会によるアフリカへの支援枠組みには、様々なもの
がある中で、その主要な取組であるアフリカ開発会議ルワンダの地下の電線を探査する作業員と日本人専門家

（写真：今村健志朗/JICA）
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第２章　日本の政府開発援助の具体的取組
第 3 節 地域別の取組

（T
テ ィ カ ッ ド

ICAD）は、日本主導で始めたアフリカ開発をテーマとする
政策フォーラムです。1993年に第１回TICADを東京で開催
して以来、アフリカ諸国の「オーナーシップ（自助努力）」と日
本を含む国際社会の「パートナーシップ」を重視しつつ、アフ
リカ開発の取組を推進してきました。TICADは、日本が国
連、世界銀行、国連開発計画（UNDP）、およびアフリカ連合
委員会（AUC）と共に開催し、多数の国際機関、地域機関、
市民社会、アジア地域のドナー等も参加する「国際フォーラ
ム」であり、日本の対アフリカ支援表明の場にとどまらず、ア
ジアの開発経験をアフリカと共有する場、また、アフリカの開
発パートナーとの連携強化の場としても機能してきました。
TICADプロセス20周年を迎える2013年の6月には、横浜
で第5回アフリカ開発会議(TICAD V)を開催します。
　2008年に横浜で開催されたTICAD IVは、アフリカから
国家元首・首脳級41名を含む51か国の参加者のほか、ド
ナー諸国・国際機関の参加者も含め計3,000名以上が参加
し、日本が開催する最大規模の国際会議になりました。
TICAD IVでアフリカ開発の方向性を示す「横浜行動計画」
が採択され、日本の対アフリカ支援策を発表しました。主な
公約として、①2012年までに日本の対アフリカODAを18
億ドルに倍増すること、②2012年までに日本の対アフリカ
投資を34億ドルに倍増することなどを掲げ、これまで着実に
取り組んでいます。
　TICAD IVの後、「横浜行動計画」の実施状況の概観・評
価、ハイレベルの政策提言を行うためのフォローアップメカ
ニズムとしてTICAD閣僚級フォローアップ会合が設けられ
ました。この会合は2009年から毎年アフリカで開催されてお
り、アフリカ側からは日本を含むドナー側の説明責任（アカウ
ンタビリティー）向上のモデルとして高く評価されています。
　2012年5月にモロッコで開催されたフォローアップ会合
では、TICAD Vに向けた課題として、①現下のアフリカの経
済成長と課題、②MDGsの達成と2015年以降のポスト
MDGsの課題、③平和の定着とグッドガバナンス（良い統
治）、④気候変動について議論しました。これらの課題は、前
述したアフリカの開発課題に呼応しており、TICAD Vの成功
に向け、日本を含むドナー側とアフリカ側の双方が協働して
いくべきものです。これらの課題の解決には、ドナー側の支援
だけでなく、オーナーシップを掲げるアフリカ側の自主的な
取組を強化することが重要です。
　TICAD Vでは、官民連携を通じた民間セクターの関与の
促進が重要になります。2012年8月、TICAD Vに向けて、対

アフリカ貿易・投資を後押しするための官民連携のあり方を
検討するため、外務大臣と経団連副会長を共同議長とする
日本の主要企業の経営者と関係省庁および政府機関の代
表から成る「TICAD V推進官民連携協議会」を立ち上げまし
た。同協議会では、日本企業のアフリカでのビジネスを促進
するために日本政府やアフリカ各国が講ずべき措置等につ
いて議論し、具体的な提言を行う予定です。
　2013年6月のTICAD Vでは、アフリカにおける強固で持
続可能な経済成長、MDGs達成に向けた包摂的で強靱な社
会づくり、平和と安定の実現に向けて、アフリカ側の「オー
ナーシップ」と日本を含む開発パートナーの「パートナーシッ
プ」の強化に役立つような取組を推進していきます。TICAD 
Vを通じて日本とアフリカとの関係は、より一層強いものにな
り、双方にメリットがある「WIN-WIN」の関係へと発展してい
くことが期待できます。

注1　アフリカ・インフラ開発プログラム PIDA：Programme for Infrastructure Development in Africa
注2　包括的アフリカ農業開発プログラム CAADP：Comprehensive Africa Agriculture Development Programme

ネリカ米を栽培する農場にて談笑するウガンダの農民と青年海外協力隊員
（写真：佐藤浩治/JICA）
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TICADの実績
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アフリカ開発銀行拠出

2003～2007年のODA全体
平均値：9億ドル

2003～2007年の無償資金・
技術協力の平均値：7億ドル

円借款（純額）
技術協力
無償資金協力

1.91.9

アフリカ開発会議 (TICAD) 
Tokyo International Conference on African Development

アフリカ開発をテーマとする日本主導の国際的な政策フォーラム。1993年の第1回会議以降、5年に1度、首脳
級会議を日本で開催。国連、国連開発計画(UNDP)、世界銀行およびアフリカ連合委員会(AUC)が共催者。

主な特徴
●アフリカ諸国による「オーナーシッ

プ(自助努力)」の重要性と国際
社会との「パートナーシップ」の
必要性を提唱

●アフリカ諸国のみならず、ドナー
諸国、国際機関、NGO等が幅広
く参加する「国際フォーラム」

●フォローアップ・メカニズム(モニ
ター機能)を通じた説明責任向
上の取組

アフリカ連合（AU）：2002年「アフリカ統一機構」（1963年設立）から発展、改組されたアフリカ54か国・地域が加盟する世界最大の地域機関。アフリカの一層高
度な政治的・経済的統合の実現と、紛争の予防・解決に向けた取組強化を目的とする。近年は開発分野でも役割を増している。本部はエチオピア首都のアディス
アベバ。

2012年までに対アフリカODAを2003年〜2007年の平均値の9億ドルから18億ドルへ倍増

日本の実績　（一部を除き2012年3月時点）

日本の対アフリカODA総額　（2003年〜2011年）

TICAD I（1993年）
冷戦終結後に国際社会のアフリカへの関心が低下する中、
アフリカへの関心を喚起すべく「東京宣言」を採択。

TICAD II（1998年）
「アフリカの貧困削減と世界経済への統合」がテーマ。社会
開発（教育、保健、貧困削減）、経済開発（民間セクター・農業
開発）および開発の基盤を支援するための「東京行動計画」
を採択。

TICAD III（2003年）
「TICAD10周年宣言」を採択。平和の定着、人間中心の開発
（教育、水、保健医療）、経済成長を通じた貧困削減（農村開
発、インフラ、貿易・投資促進）というアフリカ開発の3本柱
を提示。

TICAD IV（2008年）
経済成長の加速化、MDGs達成、平和の定着、環境・気候変
動問題への対処等に関する具体的取組を示した「横浜行動
計画」を採択、2012年までの対アフリカODA倍増等の支
援策を表明。

TICAD V（2013年）
2013年6月に横浜で開催予定。TICADプロセス20周年
を迎え、「躍動のアフリカと手を携えて」がテーマ。成長の
質の向上を目指し、民間投資の拡大やアフリカが抱える
様々な開発・社会課題に向けた協力などを議論する予定。

インフラ
広域運輸インフラ整備（道路・湾港など）
通関手続円滑化（OSBP）支援を13か所で実施
広域電力インフラ整備（地熱や持続可能なク
リーン・エネルギーを促進）

農業

コメ生産量倍増の目標達成に向けた稲作振興
支援
農業指導員46,045人の育成
アフリカの角

つの
での干ばつ対策など緊急食糧支

援

水・衛生
13,064人の水資源管理者の人材育成
約985万人への安全な水の提供（農村、都市の
給水・衛生施設整備）

教育
874 小・中学校（4,589教室）の建設
約40万人の理数科教員の能力向上支援
18,376校の学校運営改善プロジェクト

保健

32か国、3,935の病院・保健センターの建設、
修復、施設への機材提供
20万3,671人の保健医療従事者の能力向上
支援
★WHOの推計によると、日本が、他のドナー
および被援助国との協力の下、2008年から
2012年までの間に命を救うことができる子
どもの数は、アフリカ12か国で50万人以上


